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はじめに

　この度、当社の経営方針をはじめ事業概況、財務状況等について�

ご説明するために、令和8年度版／令和7年度決算「少額短期�

保険ハウスガードの現状」を作成いたしました。当社の現状について

ご理解いただく上で、お役立ていただけましたら幸いです。

※�本誌は保険業法第272条の17および同施行規則第211条の37にもとづいて

作成したディスクロージャー資料です。



トップメッセージ

平素より、皆さまには少額短期保険ハウスガードへ格別のお引き立てを賜り、厚くお礼を申し上げます。

当社は大東建託グループの少額短期保険業者として、賃貸住宅入居者様・オーナー様向けの�
保険商品を提供しております。創業以来、「少額短期保険を通じ、お客様に確かな安心をご提供し、�
社会に貢献する企業」を目指し、日々の業務に取り組んでおります。

本年度は、当社にとって事業環境と組織体制の双方が大きく進化を遂げる「変革の年」と位置�
づけております。事業環境においては、保険業界におけるコンプライアンスやガバナンスのあり方が�
一段と厳格化されるなど、大きな環境変化を迎えています。また、組織体制においては、大東建託�
グループの新たな方針・戦略のもと、ビジネスモデルの変革と持続可能な保険事業の運営態勢の�
構築を進めております。

当社はこの転換期を真摯に捉え、お客様の安心を最優先に、これまで以上に透明性の高い業務�
運営態勢と強固な管理態勢の確立に努めてまいります。

これらの環境変化は、当社にとって独自の価値と新たな歩みを創り出す第一歩となると考えています。
全従業員の意識改革と業務の効率化を促進し、パートナー企業様との連携もより強固なものとしながら、
多様化する市場の要請に応える柔軟な基盤を確立いたします。

そして、この基盤のもと、デジタル技術の活用による利便性向上や、お客様の声を反映した迅速な�
対応を通じてサービスの質をさらに高め、グループの強みを最大限に活かした独自の専門性に磨きを
かけることで、確固たる信頼を確立していく所存です。

大東建託グループのパーパス「託すをつなぎ、未来をひらく。」の想いを胸に、この激動の変革期を
力強く乗り越え、あらゆる人々が安心できる「くらし」を提供してまいります。 今後とも一層のご愛顧を�
賜りますようお願い申し上げます。

2026年7月 少額短期保険ハウスガード株式会社 
代表取締役　白井　孝和
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Ⅰ．概況および組織に関する事項

１．会社概要	 （令和8年3月31日現在）

商　　　号	 少額短期保険ハウスガード株式会社

設　　　立	 平成26年4月1日

資　本　金	 2．5億円

資本準備金	 2．5億円

本社所在地	 東京都港区港南2丁目16番1号

従 業 員 数	 20名

２．会社の沿革

平成26年	 4月	  少額短期準備ハウスガード株式会社設立

平成26年	 9月	  少額短期保険業者として、関東財務局登録完了

		  「関東財務局長（少額短期保険）第66号」

平成26年	 9月	  少額短期保険ハウスガード株式会社に商号変更

平成26年	12月	 「賃貸住宅入居者向け総合保険（リバップガード）」販売開始

平成27年	 8月	 「賃貸住宅経営あんしん補償保険（オーナーズガード）」販売開始

		  「賃貸経営あんしん総合保険（オーナーズプロテクター）」販売開始

平成29年	 6月	 「賃貸住宅入居者あんしん総合保険（新リバップガード）」販売開始

令和 3 年	 7月	 「賃貸住宅入居者あんしん総合保険（新リバップガードα）」販売開始

３．経営の組織	 （令和8年4月1日現在）

株主総会

監査役

取締役会

保険計理人 コンプライアンス・リスク管理委員会

システム管理委員会

代表取締役社長

お客さまの声対応委員会

内部統制部

代理店監査部

経営会議

経理部 人事総務部 損害サービス部 業務企画管理部 代理店管理部

内部監査部
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４．株式の状況	 （令和8年3月31日現在）

（１）株式数
発行可能株式総数	 200，000株
発行済株式の総数	 50，000株

（２）株主数
1名
株主名 ： 大東建託株式会社
所有株式数 ： 50，000株　　持株比率 ： 100％

５．役員の状況	 （令和8年3月31日現在）

役　名 氏　名 主な兼務先

代表取締役社長 白井　孝和

取 締 役 守　　義浩 大東建託株式会社 取締役 常務執行役員 不動産事業本部長
大東建託リーシング株式会社　取締役
大東建託パートナーズ株式会社　取締役
ハウスコム株式会社　取締役

取 締 役 白井　謙一 大東建託株式会社　総務部　保険契約課　課長

監 査 役 加藤　雅俊 大東建託パートナーズ株式会社　常勤監査役

監 査 役 林　誠一郎 大東建託パートナーズ株式会社　非常勤監査役
大東建託リーシング株式会社　非常勤監査役

守　義浩氏、白井　謙一氏は、令和8年3月31日に辞任いたしました。
令和8年3月31日の臨時株主総会決議により、松本　與喜氏、橋本　昌史氏が取締役に選任
され、令和8年4月１日に就任いたしました。
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Ⅱ．当社の取り組み（運営に関する事項）

１．顧客本位の業務運営に関する方針と取組状況

当社は、2017年6月に「お客さまファースト宣言・方針」（以下「本方針」）を策定ののち、お客さま本位の.
より良い業務運営を実現するため、2021年6月に本方針の改定を行うなど、毎年見直し・改善を図りながら.
お客さまファーストに取り組んでいます。
当社は、本方針に基づく取組状況を毎年公表しており、今回は9回目を迎えることとなりますが、2025年度
における主な取組状況は以下のとおりです。
2018年度分からは本方針の定着度合いを評価する指標（ＫＰＩ）についても公表していますが、同指標は
お客さまからの当社に対するご評価であると真摯に捉え、翌年度以降の取組内容等に活かしています。

第1部　お客さまファースト宣言・取組方針

お客さまファースト宣言
私たちは、お客さまに迅速かつ丁寧なサービスと誠意あるコミュニケーションで安心を提供し、
お客さまのご満足を最大の喜びとして業務を遂行することを宣言します。

方針1  お客さまにふさわしい商品・サービスの提供に取り組みます。
（1）	お客さまのご意向（ニーズ）と時代の変化に対応したお客さまにふさわしい商品・サービス
を提供できるよう、商品ラインアップを整備します。

（2）	お客さま本位の良質なサービスが提供できるよう、代理店が行う保険募集業務の品質
向上に取り組みます。

方針2  お客さまへの分かりやすい情報提供に努め、また双方向のコミュニケーションに取り組みます。
（1）	商品・サービスの重要な情報をお客さまが理解できるよう分かりやすく提供します。
（2）	寄せられたすべてのお客さまの声に真摯に耳を傾け、迅速かつ適切に対応します。	
また、お客さまの声を品質の向上に向けた諸施策に活かします。

方針3  お客さまの状況や立場に寄り添った保険金の支払いに取り組みます。
（1）	保険金のご請求・お支払いに際し、丁寧かつわかりやすく説明します。
（2）	保険金を適切かつ迅速にお支払いします。

方針4  お客さまファーストを経営の重要課題と位置づけ、企業文化としての定着に取り組みます。
（1）	すべての人（お客さま、取引先、社員、地域社会）へ、思いやりの心で接し、永きにわたる
かけがえのない関係を築くことに高い価値観を持ち、経営が牽引し、また当社の業務
パートナーである大東建託パートナーズ株式会社と密接に連携し、その実現に取り組み
ます。　【共に歩む心】

（2）	つねに新たなことに挑戦する精神を持ち、多様化するお客さまのニーズと時代の変化に
柔軟に対応する社員の育成・研鑽に努めます。　【Ｃｈａｎｇｅ＆Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ】

（3）	本取組方針を社員に周知するとともに、その実現に向け全員で取り組みます。

お客さまファーストの取組方針
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方針5  お客さまの利益を不当に害することのないよう適切な業務運営に取り組みます。
（1）	お客さまの利益を不当に害することのないよう、お客さまのご意向に沿った商品・サービス
の提供を行います。

（2）	「お客さまの利益を不当に害するおそれのある取引」の類型を明確にし、類型に該当
するおそれのある事案が発生した場合、適切な対応措置を講じる運営とします。

第2部　お客さまファーストの取組方針に基づく2025年度取組状況

当社は、本方針に基づく取組状況を毎年ホームページ上に公表しております。
以下のＵＲＬよりご参照ください。
https://www.hg-ssi.com/about/customer_first.html

お客さまの声 改善事例

・	マイページへログインしたいがログインIDが	
わからない。
・	カスタマーセンターの電話がつながりにくい。

・	マイページのログインID、パスワードをWEB
上で照会、リセットできるよう改善し、ホーム
ページにマイページに入るためのリンクを	
設置しました。
・	マイページから契約照会、解約、契約変更の
お手続きができるよう改善しました。これに	
よりWEBから24時間お手続きが可能となりお
客様の利便性が向上しました。

・	送信されてきたSMSの文章が抽象的すぎて
迷惑メールと勘違いしてしまう。

・	SMSの冒頭に当社名を明確に表示し、具体的
な表現で内容を記載することにしました。
・	RCS（リッチコミュニケーションサービス）を	
導入しました。公式アカウントを取得し、お客
さまに安心してメールを開封していただける
環境を整えました。

お客さまの声を受けての改善事例
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２．リスク管理態勢

当社では次のとおりリスク管理方針を定めています。

当社は、業務上のリスクについて、状況を正しくとらえ、各部署で担当業務に関連するリスクを
管理する一方、リスクにかかわるモニタリング・重要事項の協議・調整等を行う、コンプライアンス・�
リスク管理委員会を設置し、組織横断的にリスクの総合的管理を実施します。また、当社はこれらの�
リスクが顕在化しお客さまや代理店に重大な影響を及ぼし、当社業務に著しい支障が生じる�
ような事態が発生した場合には、全社を挙げて迅速かつ適切な措置を講じ、重要な事項に�
ついては取締役会に報告するとともに、一刻も早く正常な業務へ復旧することができるように�
危機管理体制を構築します。

１．保険引受リスク（経済情勢や保険事故の発生率等が、保険料設定時の予測に反して変動
することにより保険会社が損失を被るリスク）を管理すべく将来にわたって安定的で健全な
保険引受・保険金支払を行うために、適切な再保険者との再保険取引によりリスクの分散を
図ります。
また、責任準備金・支払備金の積立を適正に行うことで経営の安定化を図ります。
これらをコンプライアンス・リスク管理委員会で検証し取締役会に適宜報告します。

２．事務リスク（役職員および少額短期保険募集人が正確な事務を怠る、あるいは、事故・不正
等を起こすことにより損失を被るリスク）を管理すべくあらゆる業務において事務処理上の�
ミスや事故・不正等が発生する可能性があることを認識し、これらの発生を防ぐ態勢を整え�
ます。
また、事務を外部委託する場合においても、社内と同様、適切に事務を遂行できる態勢を�
整えます。

３．システムリスク（システムのダウンまたは誤作動等の不備、不正使用により損失を被るリスク）
を管理すべく機密性（アクセスを許されていない者から守ること）、完全性（正しい状態で�
保持すること）、可用性（いつでも利用できるよう保持すること）を確保する態勢を整えます。
また当社の業務を外部委託する場合においても、社内と同様、適切に業務を遂行できる態勢
を整えます。

４．流動性リスク（多額の保険金の支払い等で資金繰りが悪化し、または資金の確保に通常より
も著しく高いコストでの調達を余儀なくされること等により損失を被るリスクおよびＳＭ比率の
著しい低下）を管理すべく、平時から資金繰りの悪化の発生を予見する態勢を構築すると�
共に、有事の際においても速やかに資金調達できる態勢を整えます。
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当社は次のとおり再保険のスキームを定めています。

３．法令遵守の体制

当社は、コンプライアンスを会社経営上の最重要課題のひとつと位置付け、次のとおりコンプライアンス.
方針を定めています。

当社は、コンプライアンスを会社経営上の最重要課題のひとつと位置付け、当社のすべての�
役職員が、企業の社会的責任を常に認識し、コンプライアンスを実践する態勢を構築するため、�
本方針を定めます。

１.コンプライアンスに関する重要事項が、経営陣に適切に報告される体制を整備します。

２.コンプライアンスに関する事項を一元的に管理し、コンプライアンスを推進する部門を�
定め、必要な権限を付与するとともに、コンプライアンス実施状況のモニタリングと重要�
事項の協議・調整を行うコンプライアンス・リスク管理委員会を設置します。

３.当社の役職員がコンプライアンス上問題となる行為を発見した場合の報告・相談体制を�
整備します。

コンプライアンス方針

自己資本や利益の状況および保険の特性、契約量、損害率等を踏まえ、適切な出再スキーム�
（出再方式、出再割合）を定め、三井住友海上火災保険株式会社およびトーア再保険株式会社
と再保険契約を締結しています。これにより保険契約責任の一部を移転し、特に台風等による
大規模な自然災害の際にも、当社が自ら負担する支払責任額を抑制することで、経営の健全性
の維持を図っております。
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４．反社会的勢力対応

当社は次のとおり反社会的勢力に対する基本方針を定めています。

５．マネー・ローンダリング及びテロ資金供与防止のための基本方針

当社は次のとおりマネー・ローンダリング及びテロ資金供与防止のための基本方針を定めています。

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力を社会から排除していくことが社会的な課題
であることを深く認識し、企業の社会的責任（CSR）・コンプライアンスの観点から、反社会的勢力を排除
するための基本方針を以下のとおり定めます。
１．社会の秩序や安全に脅威を与える暴力団などの反社会的勢力とは、取引関係を含め一切の関係を�
遮断します。

２．反社会的勢力による不当要求に備えて組織体制を整備するとともに、警察・弁護士等外部専門機関
と緊密な連携関係を構築します。
３．反社会的勢力による不当要求がなされた場合には、役職員の安全を最優先に確保するとともに、組織と
して対応し、いかなる形態であっても反社会的勢力に対する資金提供や事実を隠蔽するための取引
は行わず、民事と刑事の両面から法的対応を行います。

反社会的勢力に対する基本方針

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与防止のための基本方針

当社は、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与（以下「マネロン・テロ資金供与」）対策を経営上の重
要課題の一つと位置づけ、以下のとおり基本方針を制定し、本基本方針に基づいた態勢の整備・維持・�
改善に努めてまいります。
１．提供する商品・サービスがマネロン・テロ資金供与に利用されることを防止するため、態勢の整備と�
維持に努めます。

２．経営陣は、マネロン・テロ資金供与対策を経営戦略面における重要な課題と位置づけ、この問題に�
主体的かつ積極的に取り組みます。

３．リスクベース・アプローチに基づき、提供する商品・サービスや、取引形態、取引に係る国・地域、顧客の
属性等のリスクを検証し、マネロン・テロ資金供与リスクを特定するとともに、特定されたリスクの当社へ
の影響度の評価を行い、その結果に基づき、リスクを低減させる適切な措置を講じます。

４．関係法令等に基づいた本人確認等の手続きを実施し、顧客受入可否の判定や適切な顧客管理を�
行うことで、制裁対象者や反社会的勢力を含む不適切な顧客との取引関係の排除に努めます。

５．疑わしい取引を検知するために適切な取引モニタリングを実施します。疑わしい取引を検知したとき
は、関係監督機関への届出を行います。

６．マネロン・テロ資金供与対策に関する書類・記録等を関係法令等に基づき適切なデータ管理・保存に
努めます。

７．マネロン・テロ資金供与対策のための態勢について、定期的に実効性の検証及び内部監査を行い、
継続的な態勢の改善に努めます。

８．マネロン・テロ資金供与対策に関わる部署の全役職員がその役割に応じた専門性・適合性等を有する�
よう、研修等を通じて知識・理解を深めることに努めます。
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６．お客さまの声への当社対応について

保険契約に係わる契約者、被保険者、加入者、第三者賠償にかかる被害者、代理店、保険契約以外の.
取引にかかる取引先、見込み客等、当社のあらゆる活動に関わる個人・法人をお客さまとし、そのお客さま.
から寄せられたすべての声（問合せ、相談、要望、苦情、紛争、お褒め、感謝等）のうち、「お客さまからの.
不満足の表明」を苦情としています。
当社および代理店等が受け付けた苦情として報告されるもののみならず、事後的に当社カスタマー.
センターとお客さまとのやりとりも検証し、すべての苦情に対しその原因、再発防止策の策定を行い、.
社内で共有することにより同様の苦情の防止に努めています。また、苦情の分析結果は、経営会議、.
取締役会に定期的に報告しています。

『お客さまの声』を活かす循環サイクル

なお、当社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法
人日本少額短期保険協会と手続実施基本契約を締結しています。当社との間で問題を解決できない.
場合には、同協会に解決の申し立てを行うこともご案内しています。該当する苦情については、真摯に
対応を行っています。

一般社団法人日本少額短期保険協会　少額短期ほけん相談室（指定紛争解決機関）

0120-82-1144  FAX 03-3297-0755 
【受付時間】月～金 9：00～12：00 13：00～17：00  （祝日・年末年始休業期間を除く）

お客さま

「お客さまの声」の受付（アンケート・電話・WEBサイト）

カスタマーセンター受付の
相談・要望・苦情等の
「お客さまの声」を収集し

委員会へ報告

｢お客さまの声」の集約

お客さまの声対応委員会事務局

経営への反映

業務改善

報告・審議

担当部門による業務改善 営業部門による代理店指導

お客さまの声対応委員会 経営会議・取締役会

募集代理店 カスタマーセンター 社外顧問(少短協会等)迅
速
で
適
正
な
対
応

業
務
改
善
・
商
品
開
発
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７．個人情報の取扱い

当社は、事業活動を展開する中で、個人情報を大切に保護することが社会的使命と認識し、お客さまの
権利利益の保護を目的として、次のとおり個人情報の取扱いに関する方針を定めています。

当社は、事業活動を展開する中で、個人情報を大切に保護することが社会的使命と認識し、お客�
さまの権利利益の保護を目的として、次に個人情報保護方針を定めて公表し、「個人情報の保護に�
関する法律（以下「個人情報保護法」といいます）」、「行政手続における特定の個人を識別する�
ための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」といいます）」、その他の関連法令、金融分野に�
おける個人情報保護に関するガイドライン、特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン、�
その他のガイドラインを遵守して、個人情報を適正に取り扱うとともに、安全管理について適切な�
措置を講じます。
当社は、従業員の教育・指導を徹底し、個人情報の取扱いが適正に行われるように取り組んでまい
ります。また、当社における個人情報の取扱いおよび安全管理に係る適切な措置については、適宜
見直しを行い、改善します。
１．個人情報の取得・利用
当社は、業務上必要な範囲内で、かつ、適法で公正な手段により、個人情報を取得・利用します。�
当社では、おもに申込書、契約書・保険金請求書、取引書類、アンケートなどにより個人情報（下記８．の�
個人番号および特定個人情報を除きます。）を取得します。また、各種お問合わせ、ご相談等に�
際して、内容を正確に記録するため、通話の録音などにより個人情報を取得することがあります。

２．個人情報の利用目的
当社は、取得した個人情報（下記８．の個人番号および特定個人情報を除きます。）を、次の目的�
および下記６．に掲げる目的（以下、「利用目的」といいます。）に必要な範囲を超えて利用しません。
利用目的は、お客さまにとって明確になるよう具体的に定め、次のとおりホームページ等により公表�
します。また、取得の場面に応じて利用目的を限定するよう努め、申込書・パンフレット等に記載�
します。さらに、利用目的を変更する場合には、その内容をご本人に通知するか、ホームページ等
により公表します。
（1）�保険契約の審査、引受、履行（保険事故の調査、適正な保険金の支払等を含みます。）	�

維持・管理、当社の他の商品・付帯サービスの案内・提供、提携先・委託先等の商品・サービス
の案内・提供
<当社が案内、提供する商品・サービス>
①少額短期保険
②各種イベント・キャンペーン・セミナーの案内、各種情報の提供
③その他上記商品・サービスに付帯関連するサービス

（2）当社が有する債権の回収
（3）再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険金の請求
（4）�市場調査ならびにデータ分析やアンケートの実施等による保険・金融にかかる商品・サービス
の開発・研究

（5）�他の事業者から個人情報（データ）の処理の全部または一部について委託された場合等に
おける、委託された当該業務の適切な遂行

（6）�その他、お客さまとのお取引等の適切かつ円滑な履行利用目的の達成のために必要な範囲を�
超えて個人情報を取り扱うときは、個人情報保護法第18条第3項各号に掲げる場合を除き、�
ご本人の同意を得るものとします。

個人情報保護に関する方針（プライバシーポリシー）
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３．個人データの第三者への提供および第三者からの取得
（1）�当社は、以下の場合を除き、ご本人の同意なく第三者に個人データ（下記８．の個人番号および
特定個人情報を除きます。）を提供しません。
①法令に基づく場合
②�利用目的の達成および当社の業務遂行上必要な範囲内で、保険代理店を含む業務委託
先に提供する場合
③�個人情報保護法第27条第2項に基づく手続（いわゆるオプトアウト）を行って第三者に提供
する場合
④グループ各社、少額短期保険業者等との間で共同利用を行う場合（下記６．をご覧ください）
　※グループ各社については、下記６．（1）をご覧ください。

（2）�当社は、法令で定める場合を除き、個人データを第三者に提供した場合には当該提供に�
関する事項（いつ、どのような提供先に、どのような個人データを提供したか等）について記録し、�
個人データを第三者から取得する場合（下記４．の個人関連情報を個人データとして取得する�
場合を含みます。）には当該取得に関する事項（いつ、どのような提供元から、どのような個人
データを取得したか、提供元の第三者がどのように当該データを取得したか等）について確認・
記録します。

４．個人関連情報の取扱い
（1）�当社は、法令で定める場合を除き、第三者が個人関連情報（生存する個人に関する情報で
あって、個人情報、仮名加工情報および匿名加工情報のいずれにも該当しないもの）を個人
データとして取得することが想定されるときは、当該第三者において当該個人関連情報の�
ご本人から、当該情報を取得することにつき同意が得られていることを確認したうえで、当該
情報を提供します。

（2）�当社は、法令で定める場合を除き、前項の確認に基づき個人関連情報を第三者に提供した
場合には、当該提供に関する事項（いつ、どのような提供先に、どのような個人関連情報を�
提供したか、どのように第三者がご本人の同意を得たか等）について確認・記録します。

（3）�当社は、法令で定める場合を除き、当社が個人関連情報を個人データとして取得することが
想定されるときは、当該個人関連情報のご本人から、当該情報を取得することにつき同意を
得るものとします。

５．個人データの取扱いの委託
当社は、利用目的の達成に必要な範囲において、個人データ（下記８．の個人番号および特定�
個人情報を含みます。）の取扱いを外部に委託することがあります。当社が、外部に個人データの�
取扱いを委託する場合には、委託先の選定基準を定め、あらかじめ委託先の情報管理体制を
確認するなど委託先に対する必要かつ適切な監督を行います。当社では、例えば次のような�
場合に、個人データの取扱いを委託しています。
（1）�保険の募集、損害調査に関わる業務
（2）�保険業務の事務処理、印刷・発送処理に関わる業務
（3）�システムの開発・保守・運用に関わる業務
６．個人データの共同利用
（1）グループ会社との共同利用 
当社およびグループ会社は、その取り扱う商品・サービスを案内または提供するために、各社
間で次の条件のもと、個人データ（下記８．の個人番号および特定個人情報を除きます。）を共
同利用することがあります。
①個人データの項目
氏名、住所、電話番号、電子メールアドレス、性別、生年月日、保険申込書等に記載された契約�
内容、保険契約の維持・管理に関する内容、保険事故に関する内容、入居申込書に記載さ
れた内容および建物賃貸借契約に関する情報など、お客さまとのお取引に関する情報
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②共同利用者の範囲
大東建託株式会社および同社の有価証券報告書等に記載されている連結子会社
③�管理責任者
お客様の個人情報の共同利用上の責任は弊社が負います。弊社の所在地及び代表者の�
氏名につきましては以下をご参照ください。
（https://www.hg-ssi.com/about/）

（2）支払時情報交換制度
当社は、一般社団法人日本少額短期保険協会および少額短期保険業者とともに保険金等
のお支払または、保険契約の解除、取消し、もしくは無効の判断の参考とすることを目的とし
て、保険契約に関する所定の情報を相互照会しております。
※「支払時情報交換制度」に参加している各少額短期保険業者等の社名につきましては、
　一般社団法人日本少額短期保険協会ホームページ
http://www.shougakutanki.jp/general/index.html　をご覧ください。

（3）少短協会e-ラーニング
当社は、募集人のコンプライアンス教育を目的として、一般社団法人日本少額短期保険協会が�
運営する「少短協会e-ラーニング」を利用しています。少短協会e-ラーニングにかかる個人情報の�
取扱いについては、少短協会e－ラーニングプライバシーポリシー
https://www.shougakutanki.jp/general/e-learning/policy.pdf　をご覧ください。

７．センシティブ情報の取扱い
当社は、個人情報保護法第2条第3項に定める要配慮個人情報ならびに労働組合への加盟、�
門地、本籍地、保健医療および性生活に関する個人情報（本人、国の機関、地方公共団体、�
学術研究機関等、個人情報保護法第57条第1項各号もしくは個人情報保護法施行規則第6条�
各号に掲げる者により公開されているもの、または、本人を目視し、もしくは撮影することにより取得
するその外形上明らかなものを除きます。以下、「センシティブ情報」といいます。）を、次に掲げる
場合を除くほか、取得、利用または第三者提供を行いません。
（1）�保険業の適切な業務運営を確保する必要性から、本人の同意に基づき業務遂行上必要な
範囲でセンシティブ情報を取得、利用または第三者提供する場合

（2）�相続手続を伴う保険金支払事務等の遂行に必要な限りにおいて、センシティブ情報を取得、
利用または第三者提供する場合

（3）�保険料収納事務等の遂行上必要な範囲において、政治・宗教等の団体もしくは労働組合への
所属もしくは加盟に関する従業員等のセンシティブ情報を取得、利用または第三者提供する場合

（4）法令等に基づく場合
（5）人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合
（6）公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合
（7）�国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行する
ことに対して協力する必要がある場合

８．特定個人情報等の取扱い
番号法にて定められている個人番号および特定個人情報は、同法で限定的に明記された目的�
以外のために取得および利用しません。番号法で限定的に明記された場合を除き、個人番号および�
特定個人情報を第三者に提供しません。また、上記６．の共同利用も行いません。

９．開示、訂正、利用停止等のご請求
（1）ご契約内容・事故に関するご照会
ご契約内容・事故に関するご照会については、下記お問い合わせ窓口までご連絡ください。
ご照会者がご本人であることを確認させていただいた上で、対応いたします。
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（2）�個人情報保護法に基づく保有個人データ（上記８．の個人番号および特定個人情報を含み�
ます。）に関する事項の通知、開示、訂正、利用停止等
個人情報保護法に基づく保有個人データに関する事項の通知、開示、訂正、利用停止等に�
関するご請求については、下記13．のお問い合わせ窓口までご連絡ください。当社は、ご請求者が�
ご本人であることを確認させていただくとともに、当社所定の方法により手続きを行い、後日、�
ご本人の意向を確認したうえで書面、CD-ROM等の外部記憶媒体の郵送または電子メールの�
送信等の方法で回答いたします。また、開示請求については、回答にあたり、当社所定の手数料を�
いただくことがあります。
当社が必要な調査を行った結果、ご本人に関する情報が不正確である場合は、その結果に
基づいて正確なものに変更させていただきます。

１０．個人データの安全管理措置の概要
当社は、取り扱う個人データ（上記８．の個人番号および特定個人情報を含みます。）の漏えい、�
滅失または毀損の防止、その他個人データの安全管理のため、取扱規程等の整備および安全
管理措置に係る実施体制の整備等、十分なセキュリティ対策を講じます。
安全管理措置の主な内容は以下のとおりです。
（1）個人情報保護方針の策定
個人データの適正な取扱いの確保のため、「関係法令・ガイドライン等の遵守」、「苦情・相談
の窓口」等について本「個人情報保護に関する方針」（プライバシーポリシー）で公表し、必要
に応じて見直しています。

（2）個人データの取扱いに係る規程類の整備
取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・担当者およびその�
役割等について「情報管理規程」等の各種社内規定で定めています。

（3）組織的安全管理措置
・個人データの管理責任者等の設置
・就業規則等における安全管理措置の整備
・個人データの安全管理に係る取扱規程に従った運用
・個人データの取扱状況を確認できる手段の整備
・個人データの取扱状況の点検および監査体制の整備と実施
・漏えい事案等に対応する体制の整備

（4）人的安全管理措置
・従業者との個人データの非開示契約等の締結
・従業者の役割・責任等の明確化
・従業者への安全管理措置の周知徹底、教育および訓練
・従業者による個人データ管理手続の遵守状況の確認

（5）物理的安全管理措置
・個人データの取扱区域等の管理
・機器および電子媒体等の盗難等の防止
・電子媒体等を持ち運ぶ場合の漏えい等の防止
・個人データの削除および機器、電子媒体等の廃棄
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（6）技術的安全管理措置
・個人データの利用者の識別および認証
・個人データの管理区分の設定およびアクセス制御
・個人データへのアクセス権限の管理
・個人データの漏えい・毀損等防止策
・個人データへのアクセスの記録および分析
・個人データを取り扱う情報システムの稼動状況の記録および分析
・個人データを取り扱う情報システムの監視および監査

（7）委託先の監督
個人データの取扱いを委託する場合には、個人データを適正に取り扱っている者を選定し、
委託先における安全管理措置の実施を確保するため、「外部委託管理規程」を整備し、�
定期的に見直しています。

（8）外的環境の把握
個人データを取り扱う国における個人情報の保護に関する制度を把握した上で安全管理�
措置を実施しています。

安全管理措置に関する質問については、下記13．のお問い合わせ窓口までご連絡ください。
11．仮名加工情報の取扱い
（1）仮名加工情報の作成
当社は、仮名加工情報（法令に定める措置を講じて他の情報と照合しない限り特定の個人を
識別することができないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報）を作成する
場合には、以下の対応を行います。
①法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと
②�法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法に関する情報の漏えいを防止�
するために安全管理措置を講じること
③作成の元となった個人情報の本人を識別するために他の情報と照合しないこと

（2）仮名加工情報の利用目的
当社は、仮名加工情報の利用目的を変更した場合には、変更後の利用目的をできる限り特定し、
それが仮名加工情報に係るものであることを明確にしたうえで、公表します。

12．匿名加工情報の取扱い
（1）匿名加工情報の作成
当社は、匿名加工情報（法令に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように�
個人情報を加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することが�
できないようにしたもの）を作成する場合には、以下の対応を行います。
①法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと
②�法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法に関する情報の漏えいを防止�
するために安全管理措置を講じること
③作成した匿名加工情報に含まれる情報の項目を公表すること
④作成の元となった個人情報の本人を識別するための行為をしないこと

（2）匿名加工情報の提供
当社は、匿名加工情報を第三者に提供する場合には、提供しようとする匿名加工情報に含ま
れる個人に関する情報の項目と提供の方法を公表するとともに、提供先となる第三者に対し
て、提供する情報が匿名加工情報であることを明示します。

13．Cookie等の識別子に紐づけされた情報の取得・利用・提供
Cookie（クッキー）とは、ウェブサイトを閲覧した際に、ウェブサイトから送信されたウェブブラウザに
保存されるテキスト形式の情報のことです。当社の運営するウェブサイトでは、Cookieまたはそれ
に類する技術を利用して、お客さまの情報を保存・利用しています。
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14．お問い合わせ窓口
当社は、個人情報（上記８．の個人番号および特定個人情報を含みます。）の取扱いに関する苦情・
相談に対し適切・迅速に対応します。
当社からの電子メール、ダイレクトメール等による新商品・新サービスのご案内について、ご希望�
されない場合は、下記のお問い合わせ先までお申し出ください。以後の取扱いを中止させて�
いただきます。なお、ご契約に関する情報の取扱いは中止できません。また、ご契約に関する重要な�
情報はご案内させていただくことがありますのでご了承願います。
当社の個人情報の取扱いや、保有個人データに関するご照会、開示、訂正、利用停止等のご請求、�
安全管理措置に関するご質問は、下記までお問い合わせください。

少額短期保険ハウスガード株式会社
代表取締役　白井　孝和
〒108-0075　東京都港区港南2－16－1

少額短期保険ハウスガード株式会社 カスタマーセンター

0120-365-289 受付時間：平日 ９：００～１７：００（年末年始を除く）
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Ⅲ．	当社の商品と態勢整備の状況(主要な業務の内容)

１．当社の商品ラインナップ

①賃貸住宅入居者あんしん総合保険（新リバップガードα）

商品概要

賃貸住宅へお住まいの方専用の総合保険です。
『家財の補償』『費用の補償』『賠償責任の補償』の3つの補償を
セットした商品です。

家財の補償とは 費用の補償とは

【『9』の家財のリスクに対応】 
火災や水ぬれなどの偶然な事故による.
家財の損害を幅広く補償します。 
①	火災・落雷・破裂・爆発 
②	風災・ひょう災・雪災 
③	水災 
④	水ぬれ
⑤	飛来・落下・衝突等
⑥	暴力・破壊行為
⑦	盗難
⑧	破損、汚損等
⑨	持ち出し家財の損害
	 (盗難および破損・汚損等は除きます）

【『10』の費用を補償】 
事故時に発生する各種費用を補償します。 

①	事故時諸費用保険金
②	被災時特別費用保険金
③	地震火災費用保険金
④	失火見舞費用保険金
⑤	水道管修理費用保険金
⑥	凍結再発防止費用保険金
⑦	ドアロック交換費用保険金
⑧	ピッキング再発防止費用保険金
⑨	借用住宅修理費用保険金
⑩	入居者死亡特別費用保険金

賠償責任の補償

【『２』の賠償責任を補償】
①	個人賠償責任保険（第三者への賠償責任）
②	借家人賠償責任保険（貸主に対する賠償責任）

以下のような方のニーズに対応した商品です

・	賃貸住宅入居者のリスクに対し網羅的に備えたい方
・	テレビなど、家財の不測かつ突発的な破損等に備えたい方
・	スマートフォンによる申し込みや変更手続きを行いたい方
・	日本語以外の重要事項説明書や同時通訳によるご照会、ご質問を希望される方
※スマートフォン申込時に、英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム語の６ケ国語の重要
事項説明書が表示されます。また、カスタマーセンターを通じ、６ケ国語の同時通訳にも対応しております。

本資料は概要のご案内です。詳細な補償内容および保険金をお支払いできない場合については、.
約款および重要事項説明書等をご確認ください。
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賃貸住宅にお住まいの方に向けたその他の特長

①多彩でスムーズな「お申し込み方法」
	 ・	スマートフォン・WEBでお申し込みが完結
		  お手持ちのスマートフォンやパソコンから、ペーパーレスでスピーディーにご契約いただけます。.
		  （スマートフォン等利用率：94.7%）
	 ・	書面（申込書）によるお申し込みも変わらずご利用いただけます。
②柔軟に選べる「キャッシュレス決済」
	 ・	クレジットカード払い
	 ・	コンビニエンスストア払い
	 ・	銀行振込
③保険をもっと身近にする「マイページ機能」
	 【マイページでできること】
	 ・	各種変更手続き： 引越しに伴う転居・住所変更
	 ・	解約手続き： 解約の受付・お手続き
	 ・	ご契約内容の確認： 契約情報の表示
	 ・	保険料領収証：PDFダウンロードが可能
	 ・	事故手続：事故のご連絡
	 ・	安心のセキュリティ＆サポート： IDをお忘れの際も、二要素認証によりスムーズに自己解決が可能

②賃貸住宅経営あんしん補償保険（オーナーズガード）

商品概要

・	大東建託パートナーズ株式会社 管理物件オーナー様向け専用保険です。
・	賃貸住宅が事故により損害を受け、その結果生じた家賃の損失及び賃貸住宅戸室内で.
	 入居者死亡により生じた費用を補償する保険です。

③賃貸経営あんしん総合保険（オーナーズプロテクター）

商品概要

・	賃貸住宅のオーナー様を対象として、賃貸住宅が事故により損害を受け、その結果生じた.
	 家賃損失と賃貸住宅戸室内で入居者死亡により生じた費用の補償をセットした保険です。

本資料は概要のご案内です。詳細な補償内容および保険金をお支払いできない場合については、.
約款および重要事項説明書等をご確認ください。
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２．保険募集の態勢

（1）保険募集の方法
当社は、当社と代理店委託契約を締結した全国の不動産会社代理店を通じて、賃貸住宅の.
入居者様に「賃貸住宅入居者あんしん総合保険（新リバップガードα）」を、賃貸住宅のオーナー様に.
「賃貸経営あんしん総合保険（オーナーズプロテクター）」を販売しております。また、当社代理店
である大東建託パートナーズ株式会社が管理する賃貸住宅のオーナー様に「賃貸住宅経営.
あんしん補償保険（オーナーズガード）」を販売しております。

（2）代理店登録および届出
代理店が保険募集を行うためには、保険業法第276条に基づき、内閣総理大臣の登録を受ける
ことが必要です。また、保険取扱者が、少額短期保険の募集をするためには、「少額短期保険募
集人試験」に合格し、内閣総理大臣へ届出をしなければなりません。
当社は所定の基準を満たし、上記手続きを完了した代理店を通じて、保険を販売しております。

（3）代理店の教育・管理・指導
当社では保険募集人が適切な保険募集を行えるように、コンプライアンス・保険商品・事務処理・
お客さま対応等に関するマニュアルを作成し、代理店に対し、委託前に事前教育を実施しており.
ます。委託後においてもコンプライアンスや代理店の体制整備等について、オンラインや動画.
配信等で行う代理店向け勉強会（保険責任者向け全4回、全募集人向け全８回）や募集人研修を.
実施して教育を継続しております。また、日常の面談、各種モニタリング調査、書面監査での業務.
運営状況の確認や、代理店登録・届出事項点検の定期的な実施等を通じて、代理店の管理・.
指導を継続的に行い、適正な保険募集態勢の維持・管理に努めています。
当社は代理店における適切な保険募集を行うための体制について、効率的かつ円滑に整備が.
進むよう、全代理店に対し保険責任者の選任を依頼し、保険責任者と連携して代理店の体制整備
を進め、お客さまサービスの品質向上を図っています。

代理店の募集品質向上の取組状況
取 組 項 目 実 施 回 数 実 施 店 数

保 険 責 任 者 選 任 随時 700店超
代 理 店 勉 強 会 8回 1,570名

代 理 店 保 険 責 任 者 向け勉 強 会 4回 76名
書 面 監 査 年1回 714店   

登 録 届 出 点 検 年1回 263店
対 面 監 査 63回 63店
募 集 人 研 修 年1回 4,248名

※2025年度の実施回数です。

ご契約時の代理店対応についての満足度

満足度

92%

スマートフォン等からの申込率

申込率

94.7%
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（4）勧誘方針
当社では次のとおり勧誘方針を定めています。

「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」に基づき、当社の金融商品
の勧誘方針を、次のとおり定めます。
１.保険法、保険業法、金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律、金融商品�
取引法、消費者契約法、個人情報の保護に関する法律およびその他各種法令等を�
遵守し、適正な商品販売に努めます。

２.お客さまに商品内容を十分ご理解いただけるよう、知識の修得、研さんに励むとともに、
説明方法等について工夫し、わかりやすい説明に努めます。

３．お客さまの商品に関する知識、経験、財産の状況および購入の目的等を総合的に勘案し、
お客さまに適切な商品をご選択いただけるよう、お客さまのご意向と実情に沿った説明に
努めます。

４．商品の販売にあたっては、お客さまの立場に立って、時間帯、場所、方法等について�
十分配慮します。

５．お客さまに関する情報については、適正に取り扱うとともに厳正に管理します。
６．お客さまのご意見、ご要望等を商品の開発・販売方法に活かします。
７．万一保険事故が発生した場合には、ご契約の商品内容に従い、迅速、的確に保険金を
お支払いするよう努めます。

８．保険金を不正に取得されることを防止する観点から、適正に保険金額を定める等、適切な
商品の販売に努めます。

勧誘方針
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３．保険金支払態勢

保険金の支払いは、保険事業の本来の目的そのものであり、少額短期保険業者として最も重要な.
業務であると認識し、公平･迅速･適正な保険金の支払いが行われるよう、「保険金支払を適切に.
行うための態勢整備･確立に関する方針」を策定し、以下の態勢で業務を遂行しております。

（1）損害サービスの基本的方針
当社は、すべてのお客さまに対し、当社の支払い責任および説明責任を果たし、保険契約者等.
ならびに相手方の保護に十分留意した保険金支払態勢の整備･確立に向けて不断の取組を.
行います。

（2）適正な保険金支払のための態勢
・保険募集時において、重要事項の説明ならびに契約者の意向確認を確実に行い、補償内容や
保険金額について契約者の十分な理解を得たうえで、適切な保険契約手続きを行います。
・保険金支払管理規程・業務に係わる要領・マニュアルを定め、保険金の支払い・不払い・請求.
取り下げ・支払漏れや履行期超過の防止を行うための実務手順を確立しています。

（3）迅速な保険金支払のための態勢
お客さまから当社に事故のご連絡が入った際に、盗難事故や人身事故など一部対象外とする
事案を除き、事故内容およびお客さまの保険金請求意思を確認し、事故発生や損害額を証する.
ものについてもお客さまや修理業者からスマートフォン等で画像を送付いただくペーパーレス方式を.
実施しています。

保険金支払いに関するお客さまからの声

満足度

98%

保険金ご請求対応窓口のマナーへの満足度

満足度

97%

保険金ご請求対応窓口の説明への満足度

満足度

98%

保険金ご請求書類についての満足度

満足度

91%

保険金支払所要期間についての満足度
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保険金支払いに関する当社取組状況

事故処理体制の強化

・専門弁護士による勉強会を全３回実施しました。定期的な勉強会
実施により、知識向上に努めることで正しい保険金支払い判断と.
お客さまへの説明を行います。
・業務管理点検を毎週実施し、業務におけるリスク発生を未然に.
防止する体制を継続して行っています。
・マニュアルを整備し、リスク管理が必要な後続業務についても.
点検体制を整え実施しています。

４．再保険の状況

当社では、経営の安定、健全性の確保のため、引き受けた保険責任の一部を他の保険会社と契約を
結び移転しています。
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Ⅳ．主要な業績に関する事項

１．直近の事業年度における業務の概況

当社は、平成26年9月に、大東建託グループの少額短期保険業者（関東財務局長（少額短期保険）
第66号）として登録完了、同年12月より営業を開始しました。大東建託グループの賃貸住宅に関わる
保険商品として、オーナー様向けの「オーナーズガード」、入居者様向けの「新リバップガードα」を中心に
販売しております。

（1）2025年度の概況
当事業年度における世界経済は、米国政権による関税政策の影響が各国に波及するなか、.
地政学的リスクも相まって、先行き不透明な状況が継続いたしました。
我が国経済におきましては、3年連続の高水準の賃上げや設備投資の拡大などにより、デフレ.
脱却に向けた緩やかな回復基調が続いております。一方で、輸出環境の悪化や円相場・金利.
動向など、引き続き不確実性の高い状況が続いております。 
このような環境下、当業界においては、2025年9月末の中間期末において保有契約件数が
1,284万件となり、堅調な成長を維持しております。また、収入保険料も前年同期比で、107％と
順調に推移いたしました。
当社においては、賃貸住宅入居者様向け総合保険の「新リバップガードα」、および賃貸アパート
のオーナー様向け賃貸住宅経営あんしん保険の「オーナーズガード」の販売が順調に推移いたし
ました。

（2）2025年度業績
以上により、保険料4,534,754千円に回収再保険金等の再保険収入2,865,556千円を加えた
保険料等収入は7,400,311千円となり、資産運用収益およびその他経常収益を加えた当事業
年度の経常収益は7,409,883千円となりました。
また、保険金等支払金4,036,818千円、責任準備金等繰入額176,925千円、事業費
2,096,987千円にその他経常費用を合計した経常費用は6,353,194千円となりました。
その結果、経常利益は1,056,688千円、当期純利益は766,164千円となりました。

（3）対処すべき課題
当社は、大東建託グループの少額短期保険業者として、グループが提供する賃貸住宅オーナー様
と入居者様が、入居時契約から退去に至るまでの間、ご満足いただける快適なサービスをシーム.
レスに受けられる体制ならびに、グループ内連携を中心として構築してまいります。
また、保険事故発生時には、特に簡単なお手続きで迅速に保険金が支払われるよう態勢整備を
継続してまいります。
一方で、当期は前期より契約が増加したものの、一部の保険代理店にて不適当な募集行為が.
発生いたしました。当社といたしましては、これを重要な経営課題と捉え、管理体制の強化を図る
と共に、引き続き、お客さまの声に真摯に耳を傾け、コンプライアンスの徹底、業務品質の向上に.
取り組んでまいります。
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２．直近の3事業年度における主要な業務の状況を示す指標

	 （単位：千円，％，人）
項　目 令和5年度 令和6年度 令和7年度

正 味 収 入 保 険 料 1,034,262 1,132,848 1,209,010
経 常 収 益 6,256,300 6,784,102 7,409,883

保 険 引 受 利 益 841,857 992,967 1,049,339
経 常 利 益 841,585 995,490 1,056,688
当 期 純 利 益 580,301 719,229 766,164
正 味 損 害 率 9.6 7.9 8.9
正 味 事 業 費 率 △ 8.8 △ 7.7 △ 13.6

資 本 金
（ 発 行 済 株 式 総 数 ）

250,000
（50,000株）

250,000
（50,000株）

250,000
（50,000株）

純 資 産 額 2,666,657 3,385,886 4,152,051
保 険 業 法 上 の 純 資 産 額 2,795,614 3,541,406 4,335,998

総 資 産 額 5,420,073 6,411,420 7,496,701
責 任 準 備 金 残 高 1,327,217 1,474,307 1,651,233
有 価 証 券 残 高 ー ー ー

保険金等の支払い能力の充実を示す比率
（ソルベンシー・マージン比率） 2,643.1 3,058.1 3,219.5

配 当 性 向 ー ー ー
従 業 員 数 19 22 20
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３．直近の2事業年度における業務の状況

（1）主要な業務の状況を示す指標等

①正味収入保険料	 （単位：千円）
項目 令和6年度 令和7年度

火 災 1,132,848 1,209,010
そ の 他 － －
合 計 1,132,848 1,209,010
（注）正味収入保険料とは、元受正味保険料から出再契約の支払再保険料を控除した金額です。

②元受正味保険料	 （単位：千円）
項目 令和6年度 令和7年度

火 災 3,776,486 4,030,124
そ の 他 － －
合 計 3,776,486 4,030,124
（注）元受正味保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金およびその他返戻金を控除した金額です。

③支払再保険料	 （単位：千円）
項目 令和6年度 令和7年度

火 災 2,643,637 2,821,113
そ の 他 － －
合 計 2,643,637 2,821,113
（注）支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金およびその他再保険収入を控除した金額です。

④保険引受利益	 （単位：千円）
項目 令和6年度 令和7年度

火 災 992,851 1,047,116
そ の 他 － －
合 計 992,851 1,047,116
（注）保険引受利益とは、経常利益から保険引受以外に係る収支を控除した金額です。

⑤�正味支払保険金	 （単位：千円）
項目 令和6年度 令和7年度

火 災 89,294 107,348
そ の 他 － －
合 計 89,294 107,348
（注）正味支払保険金とは、保険金等から出再契約の回収再保険金を控除した金額です。

⑥�元受正味保険金	 （単位：千円）
項目 令和6年度 令和7年度

火 災 297,647 357,838
そ の 他 － －
合 計 297,647 357,838
（注）元受正味保険金とは、元受契約の支払保険金から元受保険金戻入を控除した金額です。

⑦�回収再保険金	 （単位：千円）
項目 令和6年度 令和7年度

火 災 208,353 250,490
そ の 他 － －
合 計 208,353 250,490
（注）回収再保険金とは、再保険金から再保険割戻を控除した金額です。
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（2）保険契約に関する指標等

①�契約者配当金
当該事項はありません。

②正味損害率及び正味事業費率並びに正味合算率

項　目
令和6年度 令和7年度

正味損害率 正味事業費率 正味合算率 正味損害率 正味事業費率 正味合算率
火 災 7.9% △ 7.7% 0.2% 8.9% △ 13.6% △ 4.7%
そ の 他 － － － － － －
合 計 7.9% △ 7.7% 0.2% 8.9% △ 13.6% △ 4.7%
（注1）正味損害率＝正味支払保険金÷正味収入保険料
（注2）正味事業費率＝正味事業費（事業費－再保険手数料）÷正味収入保険料
（注3）正味合算率＝正味損害率＋正味事業費率

③出再控除前の発生損害率

項　目
令和6年度 令和7年度

発生損害率 事業費率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率
火 災 7.0% 52.1% 59.1% 11.7% 49.8% 61.5%
そ の 他 － － － － － －
合 計 7.0% 52.1% 59.1% 11.7% 49.8% 61.5%
（注1）発生損害率＝当期発生保険金等÷当期既経過保険料
（注2）事業費率＝事業費÷当期既経過保険料
（注3）合算率＝発生損害率＋事業費率
（注4）当期発生保険金等＝元受正味保険金＋出再控除前の保険金に係る支払備金積増額
（注5）�当期既経過保険料＝元受正味保険料－出再控除前の未経過保険料積増額－出再控

除前の解約返戻金に係る未経過保険料積増額

④出再を行った再保険会社の数と出再保険料の上位5社の割合
令和6年度 令和7年度

出再先保険会社の数 2社 2社
出再保険会社のうち上位5社の割合 100％ 100％

⑤支払再保険料の格付けごとの割合
格付区分 令和6年度 令和7年度
A−以上 100％ 100％
BBB以上 － －
その他 － －
合計 100％ 100％

（注）格付けはスタンダード・アンド・プアーズ社（Ｓ＆Ｐ社）の格付けを使用しております。	

⑥��未収再保険金の額	 （単位：千円）
項　目 令和6年度 令和7年度

火 災 738,251 836,242
そ の 他 － －
合 計 738,251 836,242
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（3）経理に関する指標等
①�支払備金� （単位：千円）

令和6年度 令和7年度
金額 構成比 金額 構成比

火 災 66,541 100.0％ 106,781 100.0％
そ の 他 − − − −
合 計 66,541 100.0％ 106,781 100.0％

②責任準備金� （単位：千円）
令和6年度 令和7年度

金額 構成比 金額 構成比
火 災 1,474,307 100.0％ 1,651,233 100.0％
そ の 他 − − − −
合 計 1,474,307 100.0％ 1,651,233 100.0％

③�利益準備金及び任意積立金の区分ごとの残高
当該事項はありません。
④損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の変動� （単位：千円）
損 害 率 上 昇 の シ ナ リ オ 発生率が1%上昇すると仮定します
計 算 方 法 正味既経過保険料×1%

経 常 損 失 の 増 加 令和6年度 令和7年度
11,377 12,629

（4）資産運用に関する指標等
①資金運用の状況� （単位：千円）

令和6年度 令和7年度
金額 構成比 金額 構成比

現 預 金 4,537,216 70.8% 5,425,265 72.4%
金 銭 信 託 − − − −
有 価 証 券 − − − −
運 用 資 産 計 4,537,216 70.8% 5,425,265 72.4%
総 資 産 6,411,420 100.0％ 7,496,701 100.0％

②受取配当金収入の額及び運用利回り� （単位：千円）
令和6年度 令和7年度

金額 利回り 金額 利回り
現 預 金 2,478 0.05％ 9,452 0.17%
金 銭 信 託 − − − −
有 価 証 券 − − − −
小 計 2,478 0.05％ 9,452 0.17%
そ の 他 − − − −
合 計 2,478 0.05％ 9,452 0.17%

③�保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比
当該事項はありません。
④�保有有価証券利回り
当該事項はありません。
⑤�有価証券の種類別の残存期間別残高
当該事項はありません。

（5）責任準備金の残高の内訳	 （単位：千円）
令和6年度 令和7年度

普通責任準備金 異常危険準備金 構成比 普通責任準備金 異常危険準備金 構成比
火 災 1,318,788 155,519 100.0％ 1,467,286 183,947 100.0％
そ の 他 − − − − − −
合 計 1,318,788 155,519 100.0％ 1,467,286 183,947 100.0％
（注）構成比は普通責任準備金と異常危険準備金の合算値の比率を表示しています。
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Ⅴ．直近の2事業年度における財産の状況に関する事項

１．計算書類等

（1）令和7年度（令和8年3月31日現在）貸借対照表
（単位：千円）

科目 令和6年度末
（令和7年3月31日現在）

令和7年度末
（令和8年3月31日現在）

（ 資 産 の 部 ）
現 金 及 び 預 貯 金 4,537,216 5,425,265 
預 貯 金 4,537,216 5,425,265 

有 形 固 定 資 産 21,441 28,599 
建 物 20,693 28,066 
工 具 器 具 備 品 747 532 

無 形 固 定 資 産 114,831 112,323 
ソフトウェア 114,698 112,237 
商 標 権 133 86 

代 理 店 貸 220 241 
再 保 険 貸 738,251 836,242 
そ の 他 資 産 703,486 751,796 
未 収 金 446,070 493,195 
未 収 保 険 料 174,762 179,869 
前 払 費 用 78,713 75,468 
そ の 他 の 資 産 3,939 3,262 

繰 延 税 金 資 産 234,971 276,231 
供 託 金 61,000 66,000 
資 産 の 部  合 計 6,411,420 7,496,701 

（単位：千円）

科目 令和6年度末
（令和7年3月31日現在）

令和7年度末
（令和8年3月31日現在）

（ 負 債 の 部 ）
保 険 契 約 準 備 金 1,540,848 1,758,015 
支 払 備 金 66,541 106,781 
責 任 準 備 金 1,474,307 1,651,233 

代 理 店 借 171,748 184,924 
再 保 険 借 865,959 942,082 
そ の 他 負 債 446,975 459,627 
未 払 法 人 税 等 171,842 182,141 
未 払 費 用 74,593 72,818 
前 受 収 益 44,155 42,204 
預り金 154,715 148,630 
資 産 除 去 債 務 − 11,096 
仮 受 金 1,668 2,736 

負 債 の 部  合 計 3,025,533 3,344,649 
（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金 250,000 250,000 
資 本 剰 余 金 250,000 250,000 
資 本 準 備 金 250,000 250,000 

利 益 剰 余 金 2,885,886 3,652,051
繰 越 利 益 剰 余 金 2,885,886 3,652,051

株 主 資 本 合 計 3,385,886 4,152,051
純 資 産 の 部 合 計 3,385,886 4,152,051
負債及び純資産の部 合計 6,411,420 7,496,701 
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（注）1．�保険料、責任準備金および支払備金等の保険契約に関する会計処理については、保険
業法等の法令等の定めによっています。
2．有形固定資産の減価償却は、定額法により行っております。
3．�無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアに
ついては社内における利用可能期間（5年以内）にもとづく定額法によっています。
4．有形固定資産の減価償却累計額は6,487千円であります。
5．消費税等の会計処理は税込方式によっております。
6．金融商品に関する注記
（1）�金融商品の状況に関する事項	 .

当社の資金運用については預貯金に限定しております。
（2）�金融商品の時価等に関する事項	 .

令和8年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの.
差額については下記のとおりであります。

（単位：千円）
貸借対照表 時価 差額

（1）現金及び預貯金 5,425,265 5,425,265 −
（2）再保険貸 836,242 836,242 −
（3）未収金 493,195 493,195 −
（4）未収保険料 179,869 179,869 −
（5）供託金 66,000 66,000 −
（6）代理店借 184,924 184,924 −
（7）再保険借 942,082 942,082 −
（8）未払費用 72,818 72,818 −
（9）前受収益 42,204 42,204 −
（10）預り金 148,630 148,630 −

（注）�金融商品の時価の算定方法	 .
当社が保有する金融商品のうち重要性があるものは上記表のとおりですが、これらは.
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額に.
よっております。

7.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
金銭債権………… 42,805千円
金銭債務…………… 3,166千円

8．当期末における責任準備金の内訳は次の通りであります。
普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 2,234,030千円
同上にかかる出再責任準備金 766,744千円
差引（イ） 1,467,286千円
異常危険準備金（ロ） 183,947千円
計（イ＋ロ） 1,651,233千円

9.税効果会計に関する注記
繰延税金資産の総額は、276,231千円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、責任準備金超過額（初年度収支残）
258,156千円、IBNR備金9,342千円、異常危険準備金6,989千円であります。

10．1株あたりの純資産額は83,041円03銭であります。

11．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（2）損益計算書
（単位：千円）

科目
令和6年度

令和6年4月 1日から
令和7年3月31日まで

令和7年度
令和7年4月 1日から
令和8年3月31日まで

経常収益 6,784,102 7,409,883
保険料等収入 6,772,316 7,400,311
保険料 4,203,253 4,534,754
再保険収入 2,569,063 2,865,556
回収再保険金 208,353 250,490
再保険手数料 2,062,051 2,261,831
再保険返戻金 298,658 353,235

責任準備金等戻入額 9,146 −
支払備金戻入額 9,146 −

資産運用収益 2,478 9,452
利息及び配当金等収入 2,478 9,452
その他経常収益 160 119
経常費用 5,788,611 6,353,194
保険金等支払金 3,666,711 4,036,818
保険金等 297,647 357,838
解約返戻金等 426,766 504,630
再保険料 2,942,296 3,174,349
責任準備金等繰入額 147,090 217,166
支払備金繰入額 - 40,240
責任準備金繰入額 147,090 176,925
事業費 1,974,694 2,096,987
営業費及び一般管理費 1,927,812 2,043,772
税金 5,874 7,231
減価償却費 41,007 45,983
その他経常費用 115 2,222
経常利益 995,490 1,056,688
税引前当期純利益 995,490 1,056,688
法人税及び住民税 293,615 331,784
法人税等調整額 △ 17,354 △ 41,260
当期純利益 719,229 766,164
（注）1．関係会社との取引による費用総額は31,290千円であります。

2．（1）正味収入保険料は1,209,010千円であります。
（2）正味支払保険金は107,348千円であります。
（3）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次の通りであります。

支払備金繰入額（出再支払備金控除前） 134,136千円
同上にかかる出再支払備金繰入額 93,895千円
差引 40,240千円
計 40,240千円

（4）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次の通りであります。
普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 119,978千円
同上にかかる出再責任準備金繰入額 △ 28,519千円
普通責任準備金繰入額 148,497千円
異常危険準備金繰入額 28,427千円
計 176,925千円
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（5）�利息及び配当金収入の資産源泉別内訳	 .
預貯金　5,425,265千円

3．1株あたりの当期純利益は15,323円2銭であります。
4．関係当事者との取引
（1）親会社� （単位：千円）

属性 会社等の.
名称

決議権等の.
所有（被所有）.
割合

関連.
当事者との
関係

取引内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 大東建託.
株式会社 100％ 業務委託

代理店の.
紹介システム.
利用等

3,303 未払費用 834 

役員報酬
および

出向負担金
27,987 未払費用 2,332 

※�出向負担金は出向元との確認書に基づき金額交渉のうえ決定しております。システム
利用料等は、当該役務の提供に必要な費用を総合的に勘案し、金額交渉の上決定.
しております。

（2）兄弟会社等� （単位：千円）

属性 会社等の.
名称

決議権等の.
所有（被所有）.
割合

関連.
当事者との
関係

取引内容 取引金額 科目 期末残高

親会社の.
子会社

大東コーポレート
サービス
株式会社

－ 業務委託 帳票印刷等 13,310 未払費用 2,070 

ハウスコム
グループ － 当社保険

代理店
保険代理店
手数料 268,223 代理店借 30,834 

ハウス.
リーブ.
株式会社

－ 業務委託 保険料
決済代行 40,280 未払費用 -

株式会社
インヴァ
ランス

－ 当社保険
代理店

保険代理店
手数料 2,958 代理店借 103 

大東建託
パートナーズ
株式会社

－
経営管理、
当社保険
代理店

役員報酬
および

出向負担金
141,301 未払費用 16,223 

事務所家賃 34,937 未払費用 -
保険代理店
手数料 413,983 代理店借 47,790 

※�役員報酬・出向負担金は出向元との確認書に基づき金額交渉のうえ決定しており.
ます。業務委託料・保険代理店手数料等の取引条件は市場実勢を勘案し、交渉のうえ
決定しております。保険料決済代行の取引条件は市場実勢を勘案し、交渉のうえ決定
しております。

5．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（3）キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

科　目
令和6年度

令和6年4月 1日から
令和7年3月31日まで

令和7年度
令和7年4月 1日から
令和8年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益（△は損失） 995,490 1,056,688
減価償却費 41,007 47,497
固定資産除却損 − −
支払備金の増加額（△は減少） △ 9,146 40,240
責任準備金の増加額（△は減少） 147,090 176,925
利息及び配当金収入 △ 2,478 △ 9,452
代理店貸の増加額（△は増加） 182 △ 21
再保険貸の増加額（△は増加） △ 45,105 △ 97,990
その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増
減額（△は増加） △ 40,464 △ 53,309

代理店借の増加額（△は減少） 22,587 13,175
再保険借の増加額（△は減少） 67,408 76,122
その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増
減額（△は減少） 20,731 △ 8,743

小　　　　　計 1,197,303 1,241,132
利息及び配当金の受取額 2,098 8,004
法人税等の支払額 △ 269,790 △ 320,037

営業活動によるキャッシュ・フロー 929,611 929,100
投資活動によるキャッシュ・フロー
有形・無形固定資産の取得による支出 △ 52,907 △ 41,051
有形・無形固定資産の売却による収入 − −

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 52,907 △ 41,051
財務活動によるキャッシュ・フロー
株式の発行による収入 − −

財務活動によるキャッシュ・フロー − −
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 876,704 888,048
現金及び現金同等物期首残高 3,660,511 4,537,216
現金及び現金同等物期末残高 4,537,216 5,425,265

キャッシュ・フロー計算書に関する注記事項
１．現金及び同等物の範囲	 （単位：千円）

貸借対照表の「預貯金」勘定 5,425,265
現金及び現金同等物　 5,425,265

２．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（4）株主資本等変動計算書
自 令和6年4月1日　　至 令和7年3月31日� （単位：千円）

株主資本
純資産.
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本.
合計資本準備金 資本剰余金.合計

繰越利益.
剰余金

利益剰余金.
合計

当 期 首 残 高 250,000 250,000 250,000 2,166,657 2,166,657 2,666,657 2,666,657
当 期 変 動 額
当 期 純 利 益.
（△当期純損失） − − − 719,229 719,229 719,229 719,229

当期変動額合計 − − − 719,229 719,229 719,229 719,229
当 期 末 残 高 250,000 250,000 250,000 2,885,886 2,885,886 3,385,886 3,385,886

自 令和7年4月1日　　至 令和8年3月31日� （単位：千円）
株主資本

純資産.
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本.
合計資本準備金 資本剰余金.合計

繰越利益.
剰余金

利益剰余金.
合計

当 期 首 残 高 250,000 250,000 250,000 2,885,886 2,885,886 3,385,886 3,385,886
当 期 変 動 額
当 期 純 利 益.
（△当期純損失） − − − 766,164 766,164 766,164 766,164

当期変動額合計 − − − 766,164 766,164 766,164 766,164
当 期 末 残 高 250,000 250,000 250,000 3,652,051 3,652,051 4,152,051 4,152,051

（注）当事業年度末における発行済株式数　　　  普通株式　50,000株
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２．保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率（SM比率）

（単位：千円、％）
令和6年度 令和7年度

（1）ソルベンシー・マージン総額 4,663,695 5,822,615
① 純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） 3,385,886 4,152,051
② 価格変動準備金 － －
③ 異常危険準備金 155,519 183,947
④ 一般貸倒引当金 － －
⑤ その他有価証券評価差額（税効果控除前）（99％又は100％） － －
⑥ 土地の含み損益（85％又は100％） － －
⑦ 契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額） － －
⑧ 将来利益 － －
⑨ 税効果相当額 1,122,289 1,486,616
⑩ 負債性資本調達手段等 － －
告示（第14号）第2条第3項第5号ロに掲げるもの（⑩（b）） － －

（2）リスクの合計額√［R12＋R22］＋R3＋R4 305,001 361,707
保険リスク相当額 279,845 331,102
R1 一般保険リスク相当額 111,542 123,855
R4 巨大災害リスク相当額 168,303 207,247

R2 資産運用リスク相当額 66,330 77,834
信用リスク相当額 45,372 54,252
子会社等リスク相当額 － －
再保険リスク相当額 13,576 15,219
再保険回収リスク相当額 7,382 8,362

R3 経営管理リスク相当額 6,923 8,178
（3）ソルベンシー・マージン比率（1）/｛（1/2）×（2）｝×100 3,058.1 3,219.5

（注）�上記の金額および数値は、保険業法施行規則第211条の59および第211条の60ならびに.
平成18年金融庁告示第14号の規定に基づいて算出しています。

３．取得価額または契約価額、時価および評価損益

（1）�有価証券	 .
当該事項はありません。

（2）�金銭信託	 .
当該事項はありません。

４．計算書類の会計監査人の監査

当該事項はありません。
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